日刊
2010/１０/１４　　第６７号

各校事務職員様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連携会議事務局
「未納金に関する調査２００９」について
　あなたはもう忘れたかしら♪この出だしで懐かしさを感じるあなた、定年まで何年ですか？

というわけで、昨年秋に「未納金に関する調査」（当時は「未収金調査」というタイトルでした）を行いましたが、追跡調査ということで、明日の会議で昨年の集計結果（会員のページNo.２にも掲載してあります）と、調査用紙（この号の後半部分）をお渡しします。

読者の皆さんのために昨年の調査結果の概略をお知らせしますと、

①諸費等の納入方法については・・・・・・「現金のみ」は回答２０校のうち１１校、「引き落としのみ」は同５校、「混在」は同５校でした。（集金ジャンルにより異なる方式をとっている学校が１校あります）
②納入回数については・・・・・・・・・・「原則１回」が同２校、「複数回」が同８校、「選択できる」が同１１校でした。（同）

③納入総額に対する未納額割合については・・・「未納なし」が回答１６校中１０校、「未納あり」は同６校でした。
　

　さて、丁度Kさんから電話があり、「就学援助費の学用品費を、給食費や修学旅行費のように、委任状提出することにより代理受領代理納付できないだろうか」という相談がありました。やはり、未納金の対応が心配だとのことでした。就学援助受給家庭が増えており、未納金も増えることは十分に考えられます。

　しかし、この点については制度変更を市教委にお願いするにしても、我々として十分な論議が必要になると思います。

　まず、そもそも「学用品費」が「学校徴収金」を想定していないのではないか、という疑問です。よく調べていませんが、生活保護基準が想定しているのは、副読本やワークブックの類でしょう。だとすると、就学援助費を「学校諸費」の一部にあてることが適切かどうかという疑問がわきます。それが問題ないとしても、代理受領の範囲はどの費用であるかということになりますが、「学校が決めるのか市教委が決めるのか」、「教育費は校長に代理受領してもらうから、残額は学校から各家庭に支払ってくれ」ということになるのか、「代理受領で足りない分は結局各家庭に支払ってもらうのか、それでは手続きがよけい面倒になりゃしないか」など、そう簡単なことでないことは想像できます。機会を見て皆さんで議論していきましょう。
　ということで、未納金に関する調査２００９行うので、よろしくお願いします。次頁ご覧ください。

未納金に関する調査

　２００９年（H21）の状況について、２００８調査を参考に回答願います。なお、回答はHPからダウンロードした表で作成しメールで送ってくれても構いません。（どちらかというとその方がありがたいです。）

１．学校徴収金の集金方法について

　　①２００８年度と同じ（　）
②違う（　）→どのように変わったか
	


　

２．納入回数について

　　①２００８年度と同じ（　）
②違う（　）→どのように変わったか
	


　

３．未納が発生した場合の督促の状況

　　①２００８年度と同じ（　）
②違うところもある（　）→どのように変わったか
	


　

４．２００９年度の未納額の割合

　　未納額÷（納入総額＋未納額）×１００＝（　　　　　　）％
５．２００９年度の未納戸数の割合

　　完納できなかった戸数÷（完納戸数＋完納できなかった戸数）×１００＝（　　　　　）％

６．その他の意見

　　①２００８年度と同じ（　）
②違うところもある（　）→どのように変わったか
	


　

学校名【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

１０月末を目途に事務局に提出願います。



























